
地方創生における「人的支援の矢」

：地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進

：施策や事業を推進できる高度な専門性を有する人材等が、地方公共団体や地域企業に不足

：地方創生版３本の矢のひとつを「人的支援の矢」と位置づけ、下記の施策を実施

①地方創生人材支援制度の拡充（応募期間の長期化、民間人材の募集対象の拡大）

②地方創生カレッジの創設（養成機関等によるプラットフォーム形成、eラーニングの導入）

③プロフェッショナル人材事業の推進（全国の道府県に設置した拠点の本格稼働）

現 状

課 題

28年度に向けた

国の取組

地方創生人材プラン プロフェッショナル人材事業

・比較的規模の小さな市町村を対象とし
平成27年度に創設

・69市町村に対し国家公務員等を派遣

・有識者等による支援策の検討 ・全国45道府県に拠点を設置
・シンポジウム等を通じた啓蒙活動

・応募期間長期化

（１ヶ月→２ヶ月）

・民間人材の募集対象を

一般企業にまで拡大

・プラットフォームの立ち上げ

・eラーニングの構築

・カレッジの本格開校

・各拠点の本格稼働

・地域企業と大手企業との人
事交流に向けた関係構築の
検討

これまで
の取組

【地方公共団体】

戦略を企画・立案できる人材が不足

【地域の企業】

「攻めの経営」を実践する人材が不足

【事業の担い手】

戦略に沿って事業を推進できる人材が不足

地方創生人材支援制度

28年度に
向けた国
の取組

人材の
課題

地域の
現状

・人口減少社会へ直面。
・産・官・学・金・労・言の連携に基づき「地方版総合戦略」を策定（～27年度） 本格的な実行実施段階へ（28年度～）

情報

財政

人材

地方創生カレッジ プロフェッショナル人材事業地方創生人材支援制度
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地方創生人材育成に
向けた連携の場
（プラットフォーム）

戦略全体を俯瞰し、関係者等の合意を得る等、
高度な専門性を有する人材

◆ 総合プロデューサー ◆ 首長の補佐
◆ 地域コミュニティのリーダー

戦 略 全 体

Ａ大学 Ｂ大学院

民間D

：地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進

：事業推進には、高度な専門性を有する人材等が必要となるが、地方では不足しがち

：①国が主導し、広く養成機関等の参加を得て、地方創生人材育成に向けた連携の場（プラットフォーム）を形成

②地方創生カレッジを創設し、地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを整備するとともに、eラーニング

により幅広く提供

現 状

課 題

方向性

地方公共団体は、地
方版総合戦略を作成

より具体的な事業を
本格的に推進する
段階

地方創生の実現

地域の動き
必要とされる地方創生人材

人材が不足

 地方創生に真に必要かつ実践的な
カリキュラム（eラーニング）を幅広く提供（※）

基礎講座専門講座（DMO、生涯活躍のまち、まちづくり等）

地方創生に係る各分野の第一人者等による講義

個別分野に精通し、専門的な知見・経験を持って
事業を経営・実行する人材

◆ 分野別プロデューサー
◆ 現場の中核人材

28年度～

等

～27年度

ニーズ
調査

地方創生
マイスター

2～3年で受講者１万人、
5年で高度な専門性を有
する人材500人以上の
輩出を目指す

マッチング
→  ニーズに合った人材が活躍

候補人材が各々学ぶべき
科目を選択して学習

※ 科目によって各種実地研修による学びとの組み合わせも活用

個 別 分 野

地方創生
人材の養成

地方創生カレッジ（仮称）

協会Ｃ

スケジュール予定（可能な限り前倒し実施）

地方創生カレッジ

プラットフォームの立ち上げ事業者の選定 カレッジ開校 継続的に講座の更なる
充実を図っていく

4～6月 ～12月

各々の取組が必ずしも十分に周知されていない

28年3月

発信力
の強化
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